
ＭＩＣＥの経済波及効果測定のための「地域別簡易測定モデル」のご紹介

■ＭＩＣＥの経済波及効果は、ＭＩＣＥ開催の企画立案や終了時の成果確認、さらにはＭＩＣＥに関する政策立

別紙

■ＭＩＣＥの経済波及効果は、ＭＩＣＥ開催の企画立案や終了時の成果確認、さらにはＭＩＣＥに関する政策立
案に当たって活用すべき有力なデータであるが、算出には専門的な知見が必要なこともありデータに基づ
く議論が十分に普及していないのが現状であった。

■観光庁では、こうした状況を改善するため、「MICE開催による経済効果を簡易的に測定するモデル」を一
般に提供し 経済波及効果の利用に対する理解を広く促進してきた般に提供し、経済波及効果の利用に対する理解を広く促進してきた。

MICEによる経済波及効果の把握フロー（直接効果と間接効果）データ設定 アウトプット
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A）直接効果、B)間接１次波及効果で

生み出された需要により雇用者所得
が拡大する
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新モデルの特徴・旧モデルからの改良点

■今回、全国だけでなく都道府県及び国際会議観光都市を対象として、地域別の経済波及効果が算出でき■今回、全国だけでなく都道府県及び国際会議観光都市を対象として、地域別の経済波及効果が算出でき
るよう同モデルの機能を更新・拡張した。

２．経済効果を算出するＭＩＣＥタイプのうち、国際会議を３区分に細分化。１．経済波及効果の単位として、「全国」のみの算
「全 「都道府 「 際会議観光都出から、「全国」・「都道府県」・「国際会議観光都

市」別に一括して算出が可能。

経済波及効果
【国際会議観光都市】

772.6百万円

※

※以下の通り３区分に細分化
①C （国際会議）-医学系、②C （国際会議）-科学・自然・技術、

経済波及効果
【都道府県】
966.8百万円

①C （国際会議） 医学系、②C （国際会議） 科学 自然 技術、
③C （国際会議）-その他

３．アウトプットの形式を、計算結果の表のみでなく、分かりやすく図示。

経済波及効果
【全国】

2,630.6百万円

アウトプットのイメージ
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地域別簡易測定モデルの構成

■MICEは、Meeting, Incentive, Convention, Exhibition & Eventから構成される。それぞれのMICEによって開催形態が

モデルタイプ モデル構築のポイント 利用者と想定される利用シーン
企業 ベ 大規模な企業 ベ 誘致支援 と ○利用者

g, , ,
異なっており、それを考慮して経済波及効果を算出する必要がある。

■各MICEの特性、併催の可能性などを考慮して、簡易測定モデルは３タイプから構成している。

企業コンベンションモ
デル
－Meeting
－Incentive

○大規模な企業イベントの誘致支援ツールとし
て構築。

○企業が実施主体となるミーティング（Meeting）
とインセンティブ・トラベル（Incentive）は同

○利用者
コンベンションビューロー
地方自治体
施設管理者 等

○利用シーン
時に実施される場合も多いため、統合型のツー
ルとする。

企画、誘致時の予測（誘致補助制度の説明資
料作成等）
誘致成果の確認
誘致企業に対するPR資料

国際会議・見本市・展 ○団体・自治体等が開催主体となる国際会 ○利用者国際会議 見本市 展
示会モデル
－Convention
－Exhibition

○団体 自治体等が開催主体となる国際会
議（Convention）と見本市・展示会
（Exhibition）は併催される場合も多いた
め、統合型のツールとした。

○国際会議（Convention）が展示会を併催する

○利用者
コンベンションビューロー
地方自治体
施設管理者 等

○利用シーン
企画 誘致時の予測（国際会議等の誘致等に○国際会議（Convention）が展示会を併催する

際にも対応できるようにした。
企画、誘致時の予測（国際会議等の誘致等に
向けた予算獲等の説明資料作成など）
開催・誘致成果の確認
主催者、出展者に対するPR資料

イベントモデル ○イベントは、文化イベント、スポーツイベン ○利用者イ ントモデル
－Event

○イ ントは、文化イ ント、スポ ツイ ン
ト、祭り、博覧会等、様々なタイプが想定さ
れるため、別モデルとした。

○利用者
観光・文化振興機関
地方自治体
施設管理者 等

○利用シーン
企画 誘致時の予測（イベント誘致 地方博
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企画、誘致時の予測（イベント誘致、地方博
覧会企画時の予算説明資料作成など）
開催・誘致成果の確認
地域振興策検討の基礎データ



地域別簡易測定モデルの基本的な流れ

■地域別簡易測定モデルは、①データ入力、②効果算出条件の確認、③地域別産業連関表に基づく効果の算出／アウトプット① ② ③ 表
の表示、という3つのパートから構成され、簡単な入力項目に基づき、ＭＩＣＥによる直接効果及び経済波及効果を把握するこ
とができる。

①デ タ入力 ②効果算出条件の確認 ③産業連関表に基づく効果の算出/

【簡易測定モデルの基本的な流れ】
【経済波及効果（まとめ図）】

【経済波及効果（まとめ図）画面】
①データ入力 ②効果算出条件の確認 ③産業連関表に基づく効果の算出/

アウトプットの表示

■MICEの基本情報

・適用するMICEモデル

・催事名、催事分野、会議日程

・日本人 外国人参加者

■消費原単位の算出、確認

■地域別消費額の算出、確認

・事業費

・日本までの渡航費

■産業連関表に基づく経済波及効

果等の計算

・直接効果

・間接１・２次波及効果

シミュレーション名
サンプル試算

全国
総消費額

域内需要

直接効果

1 186 8 百万円

粗付加価値額

（含雇用者所得）

←前画面へ 加工用出力 トップ画面へ

日本人、外国人参加者

・展示面積、主催者面積 等

■開催地域の特性等

・開催都道府県

・開催都市 等

日本までの渡航費

・国内移動費、都市内移動費

・宿泊費

・飲食費

・観光・娯楽費、土産・買物費

間接１ ２次波及効果

・粗付加価値誘発額、就業効果

■税収効果

・国税、地方税

■波及効果のまとめ図

1,186.8 百万円

生産誘発額

第1次間接効果

865.0 百万円

経済波及効果

2,630.6 百万円

生産誘発額

第2次間接効果

578 8 百万円

（含雇用者所得）

粗付加価値額

（含雇用者所得）

粗付加価値額

雇用者の消費

（含雇用者所得）

578.8 百万円

神奈川県

総消費額

域内需要

直接効果

651.3 百万円

粗付加価値額

（含雇用者所得）

（含雇用者所得）

生産誘発額

第1次間接効果

173.2 百万円

経済波及効果

966.8 百万円

生産誘発額

第2次間接効果

142.3 百万円（含雇用者所得）

粗付加価値額

（含雇用者所得）

雇用者の消費

粗付加価値額

箱根町
総消費額

域内需要

直接効果

557.1 百万円

生産誘発額

第1次間接効果

粗付加価値額

（含雇用者所得）

粗付加価値額 第1次間接効果

115.1 百万円

経済波及効果

772.6 百万円

生産誘発額

第2次間接効果

100.4 百万円

粗付加価値額

（含雇用者所得）

粗付加価値額

（含雇用者所得）

雇用者の消費
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国際会議開催に伴う経済波及効果の算出例

基 礎 デ ー タ 試 算 結 果

（事例１）医学系学会
開 催 期 日：２０１２年
開 催 都 市：横浜市

経済波及効果、就業効果
：（全国）１０億７,７００万円、２３，９４０人・日

神奈 億

基 礎 デ タ

地域別簡易
測定

デ 試算

試 算 結 果

開 催 都 市：横浜市
開 催 日 数：４日間

参加者：3,588名（海外2,223人）

：（神奈川県）４億１，５００万円、１１，２５５人・日
：（横浜市）４億９００万円、１０，０７３人・日

モデルで試算

（事例 ）技術系年次例会（事例２）技術系年次例会
開 催 期 日：２０１２年
開 催 都 市：京都市
開 催 日 数：７日間

参加者 1 367名（海外959人）

経済波及効果、就業効果
：（全国）９億７,４００万円、２１，９８３人・日
：（京都府）４億１，５００万円、１１，３４７人・日
：（京都市）３億２ ８００万円、９ １７４人・日

地域別簡易
測定

モデルで試算

参加者：1,367名（海外959人）
：（京都市）３億２，８００万円、９，１７４人 日

（事例３）科学系国際会議
開 催 期 日：２０１２年

経済波及効果、就業効果
（全国）１億４ ８００万円 ３ ４１７人 日

地域別簡易開 催 期 日：２０１２年
開 催 都 市：奈良市
開 催 日 数：６日間

参加者：４０３名（海外２１８人）

：（全国）１億４,８００万円、３，４１７人・日
：（奈良県）５，１００万円、１，５７９人・日
：（奈良市）３，７００万円、１，２２９人・日

地域別簡易
測定

モデルで試算

（事例４）医学系学会
開 催 期 日：２０１２年
開 催 都 市：福岡市
開 催 日 数 ５日間

経済波及効果、就業効果
：（全国）８億８,５００万円、１９，７８８人・日
：（福岡県）５億３，３００万円、１３，２３７人・日

地域別簡易
測定

モデルで試算

※ 実例の国際会議をモデルに、基礎データに推計を加えた上で、地域別簡易測定モデルにより試算したもの。

開 催 日 数：５日間

参加者：3,217名（海外1 ,886人）
：（福岡市）４億１，５００万円、８，９２３人・日

モデルで試算
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